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株主総会における議決権の代理行使

一代理人資格を株主に制限する定款規定の有効性について-

佐川大輔

はむめに

株主総会における議決権は、株主にとって共益権の中心を占める重要な権利である。株主にとって、株

主総会に出霜し自ら議決権を行使することは、岳己の意見を会社の運営に反映させる最大の機会であると

いえる。しかし、株主において株主総会以外の重要な用事がある場合や株主の体調不良、あるいは複数の

会社の株式を所有している株主において、それらの会社が同巨に抹主総会を需催した場合など、必ずしも

株主総会に出席できるとは誤らないむ

そのような株主にとって、出席できない株主総会において自らの議決権を行使する方法として、他人に

より議決権を代理行穫させることが会社法第310条第 1項前設において認められている。しかし、従来、

多くの株式会社が株主総会における議決権代理行使の代理人資棒を当該株式会社の株主のみに援定する旨

の定款規定を設けている。

つまり会社法の文言上は、代理人資楼に関してなんらの軒限は無く、何人であっても代理人として株主

総会に出庸できそうである。しかし実際には同じ会社の株主以外を代理人に選任することは定款違反と

なってしまう。したがって、このような定款規定は不当に株主の権利を軒限するものではないか、あるいは、

この程度の制限までも法は禁じたものではないのか。本稿はこのような定款境定の存効性、適法性につい

て論じていくものである。

本議点、については、古くから争いがあり、学説は分かれており、通説とよべるものはないといえるc

近年、本論点;こ関して、新た会事象が生じたので、その点を強調して論じていきたい。

判例および学説の検討

本議点に関する判例は以下のとおりである。

原尉として、議決権代理行使の代理人資格を株主に限る旨の定款規定を有効であるとするのが判傍の立

場であり、無効の立場を明らかにしたものは見当たらない。

裁判所は当初、株主総会での議決権行慢の代理人資格を当該株式会社の株主のみに限定する定款規定は

画一的に有効で、あると考えていた(名吉屋高等裁判所昭和 35年7月15B判決、大阪地方裁判所昭和 38

年3月14日判決、大阪高等裁判所昭和 40年6月29B判決、最高裁判所昭和 43年 11月1日第二小法廷

判決など九判例は有効説を重一的に有効とするものから始まり、その後、議決権行使の機会が実質的に

奪われるような場合には、例外的に非株主による議決権代理行使を認めるようになってきていると考えら

れる(東京地方裁判所昭和40年3月日日判決、最高裁判所路和 51年 12月24日第二小法廷判決、大阪

高等裁判所昭和41年8月8日判決など)。

次に学説であるが、学説においても多数説は郭例と同じく定款規定を有効と解するものである G しかし、

定款規定を無効と考える立場も有力で、あり、概ね次の4つの説に分かれているc まず画一的に定款規定を

有効であると解して、非株主による代理行使を認めない画一的有効説があるむまた有効説に立った場合で

も、定款規定を常に有効で、あると解することを避け、定款規定を摂定的に解釈し、一定の場合には、非株

主による議決権代理存穫を認めるとする、限定的有効説がある。これらに対し、かかる定款規定は会社法
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に違反して無効であるとする画一的無効説がある。援定的無効説は、会社が株式譲渡制限をしている場合

は定款規定を宥効と解し、株式譲渡制限をしていない場合は定款規定を無効であると解する説である。

従来の多数説は画一的有効説で、あったが、近時は隈定的有効説が多数説となっている。無効説についても

少数ながら有力である。以上のように、学説は対立しているのが現状であるといえる。

検嘉一総会屋対策と議決権代理行使の視点からー

まず初めに、これまで見てきた議決権行使の代理人資惑を株主のみに限定する定款規定を有効とする判

倒および学説が一般的に根拠としている、 f非株主である第三者による株主総会撹乱のおそれ」について

検討していきたい。これはつま母、いわゆる総会屋による株主総会の撹乱を紡ぐために定款規定を有効と

解する必要があるとの主張であるが、現在においてもそのようなことが当てはまる状況にあるといえるの

か、以下検討していく。

わが国の株主総会を論じるときに、きBり離すことのできない存在として総会屋がいる。総会屋を定義付

けることは簡単ではないが、一手uを挙げると f会社から金銭的利益を得ることを目的として、総会に際し
て総会の運営を掠害したり、あるいは経営者の意を受けて総会のスムーズな運営に協力する等の活動を目

的として株式を取得する特別の株主又は非株主jと、定義できる。このように定義付けされる総会屋は会

社にとって非常に厄介な存在であると考えられそうであるが、株式会社の経営陣辻、株主総会を速やか旦

つ平穏禁事に襲わらせたいがために、長年に渡って総会屋を科用してきた。当時の株主総会はひどいもの

で、株主総会を総会屋が車り仕切っており、長くても 15分程度で襲了する「シャンシャン韓会」が正常

な株主毅会とされ、一般株主が糞間などしようものなら、与党総会屋にすごまれるのがオチという有様で

あったc これら総会還は位冨には見られないわが冨特有のものである。では、このわが国特有の存在であ

る総会墨はどのようにして誕生し、援fすき、現在に至っているのか、以下では、検討の苗提として、簡単

にではあるがわが国における総会屋の沿革を見ていきたい。

まずは韓会震の起諜についてであるが、残念ながら明確には分かっていない。しかし、株式会社説度が

始まったのと時を同じくして、梧場師あるいは博徒から転向した者たちが、株主総会に関与したのが起源

であると言われている。第二次世界大戦前、戦中は当時の在翼団体の政客、壮士が資金獲得の手段として、

各種の会社に出入りし、財界から金を引き出していたが、これら右翼の中からも総会屋と同じような行動

に出る者も現れる等、右翼と総会屋が深く結びついていた時期もあったようである。戦後は高度経済成長

に伴い総会屋勢力も増加し、昭和40年代後半からの急敢な増加は、総会屋の生存競争の激化と急設なグ

ループ仕を促し、暴力団と手を結んでその力を利用する領向が見られたc この時期、金業においても不正

事実等の追求を避けるため、総会屋を利用し株主総会を運営したため、総会屋は企業上層部と撞着してい

った。昭和 50年代前半になると、暴力活が資金獲得のために総会屋活動を行ったり、総会墨も暴力団の

力を利用するなど、暴力団と結託する動きが顕著となり、その結びつきが強くなった c この項、総会屋数

はピークを迎え、昭和 52年には6500人を超えていた。その後、高法改正により昭和 56年に利益侯与罪

が新設され、総会屋勢力は衰退したといえる。

総会屋対策の変遷

総会室対策は昭和56年の語法改正の前後で大きく異なるむ昭和 56年の藷法改正以前は、総会屋の取締

与を狙いとして、昭和 13年改正において設けられた旧494条の会社荒らし等に関する贈収賠罪規定を用

いていたD しかし本条は構成要件の「不正吟請託」の立証が冨難であったことから実際に適用されること

はほとんどなかったため、総会屋対築として実効を挙げなかった。そこで昭和田年に、このように形骸

化してしまった株主総会を株主の手に取り戻し、株主の意思を反映したものにするための藷法改正が行わ

れた。この改正では、株主総会の活性化を促すための規定が複数新設された。具体的には、①少数株主権
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として株主提案権を規定したc これは従来より規定されていた少数株主による株主総会の招集よりも簡単

に、総会に主体的に参加できるようにしたものであるG ②一般株主の質問が総会室によって封じ込められ

ないようにするため、取締役および監査役の株主裁会における説明義務を明定した。③まま会室による議事

運営を毘止するため、または総会屋による議事運営の坊害を訪ぐために総会議長権限の明確化がなされた。

これらは、総会屋の活動の場を狭めるための方策であるが、次に挙げる点は会社から誌会屋への資金の直

接的に断ち切るための措置である。それが、総稔主の権利行f更に関する利益供与の禁止に関する規定の創

設であるむ民事責任については、 294条ノ 2が新設され、会社は荷人に対しても株主の権利行穫に詩し財

産上の科益を洪与してはならないものとされた。次に、刑罰規定については 497条が新設され、取締役等

が株主の権利行使に関し利益供与をした場合、当該取締投等と利益供与を受けた者の雨者ともが罰せられ

ることとなった。この民事責任と璃罰規定からなる利益供与禁止規定は、稔会屋自身に対する室接的な法

葉樹というよりは、むしろ会社による総会屋への金銭の諜与を封じ、それによって、そもそも総会震の存

在を成与立たないものとするという点に、規制の重点をおいており、その意味では一種の予訪的効果が期

待されたものであるむ

本改正薦法は昭和 57年 10月iこ施行されたのであるが、どnほどの効果があったのか、株主総会の調査
から検証していきたいc 改正蕗法施行後初の株主総会となった昭和 58年の株主稔会白書によると、会社

が接触している持殊株主の数が「かなり減ったjと回答した会社が61.9%、「多少減ったjと回答したの

が23.39らとなっており、両者を合わせると実に85.2パーセントの会社が総会屋との付き合いを減らした

ことになるc また、離会の所要時需について昭和56年の調査と比較してみる。 昭和56年の調査によると、

総会所要時間が30分以下の会社が95.1%を占め、誌とんどの会社で 30分以内に総会が終了したことがわ

かるc 一方、昭和58年の調査によると、総会所要時間が30分以下の会社は67.6%に減り総会屋の影が薄

くなったことがうかがえる。昭和59年§月に辻、利益供与禁止規定違反の第 1号が構発された。これを

変切りにほぼ毎年のように利益供与事件が棺次いでおり、完全に総会屋が一掃されたということ誌できな

い。特に平成8、9年には、当時の4大証券や銀行、百貨窓、食品会社等多くの業界において、その業界

を代表する大企業の利益挟与事件が相次ぎ、その額も高額イとしたc また利益供与の手法も今までのように

現金の洪与が中心ではなく、海の家費用料や自己売買益の付け巷え等、通常の攻引を装って行われること

が中心となったG このような一連の大型利益供与事件を受けて、政宥は総会屋を排除するための致府の対

策、「いわゆる総会屋対策要綱jをまとめ総会屋対策に叡り組み始めた。そして、利益禁与に対する罰期

を強化する平成9年の商法改正がなされたc 本改正では、株主の権利行使に関する利益棋与罪(497条1項)

の法定期が引き上げられ、利益供与要求罪(関3項)、或迫を伴う利益受供与罪・利益供与要求罪〈同 4項)

が新設された。また、ごく最近においては、平成 18年に施行された会社法において、大会社と委員会設

量会社に内部統制システムの構築を義務仔けた(会社法348条4項、 362条5項、 416条2項)。さちに、

最高裁判所平成 18年4月10日第二小法廷持決は、脅迫を用いて不当な要求をしてきた株主に、巨額の金

員を交付することを提案し又はこれに同意した会社経営者に対し、「過失を否定することはできないJと
し、「会社経営者としては、そのような株主から、株主の地泣を濫用した不当な要求がされた場合には、

法令に従った遥切な対応をすべき義務を右するjと判示し、会社経営者に辻不当要求を拒絶する法的義務

治まあるとした。

以上のような政府の攻り組みや、経済団体・各金業の取持組みにより、科益訣与事件がまったくなくな

ったわけではないが、総会屋数は年々減少頼向に為り、昭和 52年には 6500人を超えていた総会墨も平成

16年には 370入にまで激減した臼以上、検討してきたように、現在において総会屋は暗躍の場を失ってお

り、その数も激減した。少なくとも現在のような法規制が続く限り、総会室勢力が復活することはないと

考えられる。つまり、這款により非株主である総会屋を株主総会から諦め出す必要性は大幅に縮減された

といえ、定款規定を有効とする判例および学説が一般的に根拠としている「非株主である第三者による株
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主総会撹乱のおそれjは、成り立たなくなってきているといえる。そうであるならば、株主が莫に信頼で

きる代理人を株主総会に出席させることの方が利益が大きいと考えられ、必要性のなくなった定款規定は

無効と解するべきと考える。

結論

株主総会に出席し議決権を行使する意思を持つ株主が、何らかの事慣により当該総会に出震できない場

合、定款規定により同会社の株主のみにしか代理人資格を認めないとすれば、その会社の株主に知り合い

がいない場合や、いたとしても議決権を代理させるほどの信頼に足る入物でない場合には、事実上議決権

行使の機会を奪われることになり、あま乃にも不都合ではないかむ株式会社において株主は、所有と経営

の分離により原則として経営にかかわることはない。しかし、株主聡会で議決権を行使することは、唯一

会社の経営に自己の意思を反映させることのできる重要な援会であり、また株主として当黙の権利で為るc

そのため、議決権は最大誤行使できることが保障されなければならない。株主数の少ない会社ならともか

く、それ以外の株式会社の株主総会は多数の株主が関係するため、株主総会のB程を全株主に問い合わせ

調整することなどは毛頭無理であ号、会社側が一方的に決定するのが通常であるD そうすると、会日に出

席できない株主が出てくるのは当然であり、これらの株主の議決権行使を保障するために法は強行法的に

北理人による議決権の行使を認めたものと解するのが担当であるc 法の文言からも議決権を代理行使する

ことができるの辻当然であり、例外的に認めたものであるとか、議決権は代理に親しまないなどの見解は

当たらない。もちろん、書面投票や電子投票、あるいは委径状勧誘に応じれば、株主総会に出庸しなくと

も自己の意思を会社の運営に反映させることは可能であるa しかし、これらの方法は、あくまでも予め定

められている議題、議案に対する意思表示しかできず、議場における議案提案権 (304条)や説明請求権 (314

条)など実擦の総会会場でしか行穫できない権利を行使することができない。またこれちの制震を導入し

ていない会社においては、自己または代理人が出庸する以外に議決権行使をすることはできない。確かに、

株主が株主総会を欠席する場合に、自分のlまうから護極的に代理人を探し出そうとすることは稀であ号、

むしろ経営者側からの委任状勧誘を待ち、それを経岳して議決権を行使するか、あるいは初めから議決権

行使に全然といってよい程興味を示さないことがある、という指掃はある。また、そのような考えの株主

が担当数いることは事実であろう c しかし、議決権行慢にあまち興味がない株主がいるからといって、代

理行使の必要性が薄れるわけではまい。また、本定款規定が経営陣の会社支配に利男されていることは言

うまでもない。

さらに近年においては、今までは総会に参加することに興味を抱かなかった一般株主の発言も増加して

おり、会社債iは丁寧に回答するなど総会運営がさらにソフト化する傾向にあるので、今後は欠霜株主の代

理人選任が大きな問題となることも考えられる。このように、本論点は古くから争いがあるが、現代にお

いても新たな局面を迎えているといえる。

本穣では、株主総会における議決権代理行使の代理人資格を株主に制限する規定の有効性を過去の判例、

学説を素材として検討してきた。検討の結果、株主における議決権の重要性、定款規定の必要性の喪失に

鑑みたところ、もはやこのような定款規定の有効性を認める現代的意義はなくまったものであると考えるむ

特に強調したいのは、今までの学説、判例が判断の前提としていた総会屋がほぼ姿を消したということで

ある。総会屋がほぼ姿を消したということは、定款規定を有効であるとする考えの大きな前提が崩れたと

いうことである。株主総会は万能機関ではなくなったが、絃然として株式会社の最高機関であることは揺

るぎない事実である。しかし、事実上会社を支配しているのは取締役等の経営陣であり、本稿で取母上げ

た定款規定は、彼らの会社支配の道具のーっとして使われているのが現状であり、本来あるべき姿である

株主による会社支配のためにも株主総会の活性化は必須である。会社法は、株主にできる限り株主総会へ

の参加の機会を保障し、株主の議決権を保護しようと明文をもって強行法的に議決権の代理行使権を付号
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した。これは、株主として会社経営に自己の意見を反映させることができる最大の機会であり、また、そ

れは株主として当然の権利であるから広く認められなければならないとの蓮旨によるものであるcよって、

代理人資格を株主に制援する定款規定は、画一的に無効で、あると解するのが法の趣旨に沿うものであると

考える。
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